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１　総括
　(１)　人件費の状況（決算から）

区分

千円 千円 千円 ％

（注）人件費には、特別職の給与、共済組合負担金、公務災害補償基金負担金などを含みます。

　(２)　職員給与費の状況（予算から）

人 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１　職員数は、平成29年4月1日現在の一般職の人数です。

　　　２　職員手当には退職手当を含みません。

　　　３　給与費は当初予算に計上された額です。

　(３)　ラスパイレス指数の状況（４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　２　指数の算出は、一般行政職のみの給与によるもので、技能労務職は含みません。

　大仙美郷介護福祉組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第９号）に基づき、大仙
美郷介護福祉組合の平成29年度における人事行政の運営などの状況について、概要を公表します。

1,124,345 14,539 662,549 58.9
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２　職員の平均給与月額、初任給などの状況
　(１)　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成29年4月1日現在）
　①　一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

　②　技能労務職

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成29年４月１日現在における職員の基本給の平均です。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を合計

　　　　したものです。

　　　　　このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているも

　　　　のです。下段は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当などの手当が含まれていないため、

　　　　国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　(２)　職員の初任給の状況（平成28年4月1日現在）

（円） （円） （円） （円）
大学卒
高校卒
高校卒
中学卒

　(３)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成29年4月1日現在）

（円） （円） （円） （円）
大学卒
高校卒
高校卒
中学卒

３　一般行政職の級別職員数などの状況
　(１)　一般行政職の級別職員数の状況（平成29年4月1日現在）

区分
１級 0 人 0.00 ％
２級 9 人 29.03 ％

３級 10 人 32.26 ％

４級 8 人 25.81 ％

５級 3 人 9.68 ％
６級 1 人 3.23 ％

　(２)　昇給期間短縮の状況

人
人
％
人
人
％

311,063

区分

平均給与月額

333,285

410,719

区分

337,007

平均年齢 平均給料月額

330,531

47.6

区分

国

大仙美郷介護福祉組合
39.1 248,365

平均給料月額

286,833

大仙美郷介護福祉組合

技能労務職

初任給 2年後の給料 初任給

179,200

43.6
国

147,100

50.6

269,241

平均年齢

2年後の給料
大仙美郷介護福祉組合 国

平均給与月額

328,360

272,447

140,400

192,700
一般行政職

156,800
192,700

147,100 156,800
179,200

149,200

251,378
― ―

― ―
― ― ― ―

経験年数
5～10年

主席主査　主席生活相談員　主席統括介護支援専
門員　主席看護師長　主席主査看護師　主席主査
栄養士
主席主査機能訓練指導員
所長　会計管理者
事務局長

区分
経験年数
11～15年

経験年数
16～20年

職員数

技能労務職
171,400 242,543

普通昇給期間（12～24月）を短縮して昇給した職員数　Ｂ
職員数　Ａ

比率　Ｂ／Ａ

区分

28年度

全職種
84
0
0

27年度
職員数　Ａ 85
普通昇給期間（12～24月）を短縮して昇給した職員数　Ｂ 0
比率　Ｂ／Ａ 0

373,402
310,466
293,250

経験年数
21年以上

一般行政職
― ― 254,833
―

（注）　―　は該当する職員がいないことを示します。

―― ――

構成比標準的な職務内容
主事　看護師　栄養士
主任　主任看護師　主任栄養士　機能訓練指導員
主査　生活相談員　総括介護支援専門員　看護師
長
主査看護師　主査栄養士　主査機能訓練指導員
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４　職員の手当の状況
　(１)　期末手当・勤勉手当

1人当たり平均支給額（平成28年度）
千円

平成28年度支給割合 平成28年度支給割合

2.6 月分 1.7 月分 2.6 月分 1.7 月分
（1.45）月分 （0.8） 月分 （1.45）月分 （0.8） 月分

加算措置の状況 加算措置の状況

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　(２)　退職手当（平成29年4月1日現在）

支給率 支給率

20.445 月分 25.5563 月分 20.445 月分 25.5563 月分
29.145 月分 34.5825 月分 29.145 月分 34.5825 月分
41.325 月分 49.59 月分 41.325 月分 49.59 月分
49.59 月分 49.59 月分 49.59 月分 49.59 月分

― 千円 ― 千円
（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

　(３)　特殊勤務手当　
千円
円
％

（注）特別養護老人ホーム等に勤務する職員の特殊勤務手当は、平成18年4月1日以降廃止しています。

介護サービス使用料徴収
に関する事務に、出張し
て従事した場合

1日につき200円

手当の種類（平成28年4月1日現在）※H26.4.1改正条例施行 3

防疫等作業に従事する職
員の特殊勤務手当

看護師、介護士等
感染症の患者等の救護作
業等に従事した場合

処理作業1件につき200円

介護サービス使用料の徴
収に従事する職員の特殊
勤務手当

右記の業務に従事した職
員

大仙美郷介護福祉組合 国

1,197
―

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

・役職加算 5～15％
職制上の段階、職務の等級による加算措置 職制上の段階、職務の等級による加算措置

・役職加算 5～20％
・管理職加算 10～25％

大仙美郷介護福祉組合 国

自己都合 勧奨・定年
勤続20年
勤続25年

（2％～20％加算）

勤続35年
最高限度額
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

1人当たり平均支給額

（2％～20％加算）

自己都合 勧奨・定年
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 547,500
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成28年度） 14.3

自宅待機を命じられた看
護師の特殊勤務手当

看護師

正規の勤務時間終了時か
ら翌日の正規の勤務時間
開始時までの間に自宅待
機を命じられた場合

自宅待機1回につき500円

支給実績（平成28年度決算） 548
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　(４)　時間外勤務手当（平成28年度決算）

千円 千円

　(５)　その他の主な手当（平成29年4月1日現在）

千円 千円

５　特別職の報酬等の状況
　(１)　特別職の報酬等（平成28年4月1日現在）

円／年
円／年
円／年
円／年
円／年

支給しない 支給しない

議    員

副管理者

12,000

20,000管 理 者

11,000

14,000
15,000

副 議 長

　　17,800円／月

議    長

住居手当

毎年11月から翌年3月の各月の初日に在職
する職員に支給

・世帯主で扶養親族のある職員

・主幹　40,000円
・所長　25,000円

・事務局長　40,000円

期末手当 退職手当

　　7,360円／月

管理職手当

通勤手当
同じ

区分

・配偶者以外　6,500円

・配偶者がいない場合の1人について
　11,000円

・16歳年度当初から22歳年度当初まで
　にある子への加算　各5,000円

借家、借間又は自宅に居住する職員に支
給

・借家、借間居住職員　最高27,000円

同じ

・自動車等利用職員　最高31,600円
・交通機関利用職員　最高55,000円
通勤距離が片道2ｋｍ以上の職員に支給

支給実績 職員1人当たり平均支給年額
5,922 70

支給職員1人当
たり平均支給年
額（平成27年度

決算）

扶養手当 扶養親族のある職員に支給

同じ 8,061 218

手当名 内容及び支給単価
国の制度との
異同及び異な
る場合の内容

支給実績
（平成27年度決

算）

2,284 286

・配偶者　13,000円

5,041 65

寒冷地手当

同じ 5,027 58

以上11月から翌年3月までの5か月間に渡り支給

・世帯主で扶養親族がない職員
　　10,200円／月
・その他の職員

345

管理監督の地位にある職員に支給

給料・報酬

1,380
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６　職員数の状況
　(１)　部門別職員の状況と主な増減理由

区分
部門

議会

総務

民生

（注）職員数は、一般職の職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員等を含み、臨時的任用職員及び非常

　　勤職員を除きます。

７　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
　(１)　勤務時間

（注）このほか、勤務所によっては、必要に応じ特別の勤務時間等を定めております。

　(２)　休暇

別表（主な特別休暇）

4

新規採用４名

新規採用４名

ボランティア休暇
自発的に、報酬を得ないで社会に貢献する特定の活動を行う場合で、勤務し
ないことが相当であるとき。（年5日以内）

療養休暇
結核性疾患により長期の療養をする必要がある場合は、2年を超えない範囲内におい
て医師が必要と認めた期間与えられる。

午前8時30分から
午後5時15分まで

正午から
午後1時まで

種類 休暇の内容

有給

年次有給休暇

病気休暇
負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認め
られる場合に与えられる。

特別休暇
特別の事由により勤務しないことが相当である場合に与えられる。
（主な特別休暇は、別表のとおり）

1年に20日（新規採用の年は採用月に応じて定められた日数）与えられる。
残日数は、翌年に繰り越すことができる。

介護休暇
配偶者、父母等の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合に
与えられる。

一
般
行
政

83

1 0

平成28年

0

主な増減理由

0

職員数 対前年
増減数

勤務時間 休憩時間

合計 84 488

結婚休暇 職員が結婚する場合。（5日以内）

生理休暇
生理日における就業が著しく困難なため勤務しないことがやむを得ないと認
められる場合。（2日以内）

出産休暇 女性職員が出産する場合。（産前6週間及び産後8週間）

保育休暇
生後一年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のために必要と認めら
れる授乳等を行う場合（1日2回それぞれ30分以内）

服忌休暇
親族が死亡した場合で、職員が喪に服するとき。（親族区分により定める日
数。最高で連続7日以内）

子の看護休暇
小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その子の看護等をす
る場合で、勤務しないことが相当と認められるとき。（年5日以内）

配偶者出産休暇
妻が出産する場合で、出産に伴い必要と認められる入院の付添い等のため勤
務しないことが相当であると認めらられるとき。（2日以内）

追悼休暇
父母の追悼のための特別な行事(父母の死亡後15年以内に行われるものに限
る。)のため勤務しないことが相当であると認められる場合（1日）

リフレッシュ休暇
心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当
と認められる場合。（年3日以内）

組合休暇
登録された職員団体の業務又は活動に従事する場合に、1年につき30日を超えない範
囲で与えられる。

無給

平成29年

0

1

87
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８　職員の分限処分及び懲戒処分の状況
　(１)　分限処分・懲戒処分者数

降任 免職 休職 降給 計 戒告 減給 停職 免職 計
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　(２)　行為別懲戒処分者数
戒告 減給 停職 免職 計

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

９　職員の服務の状況
　(１)　年次有給休暇の取得状況（平成28年1月～同年12月）

日

（注）年次有給休暇は、暦年で付与しているため、平成28年1月1日から平成28年12月31日の間の日数です。

　(２)　育児休業・部分休業・介護休暇の取得状況（平成28年度）

取得者数 取得率 取得者数 取得率

3 100% 0 0%

（注）１　育児休業の「取得可能者数」とは、平成27年度に新たに育児休業が取得可能となった職員の数をいう。

　　　２　育児休業の「取得者数」とは、平成27年度に新たに育児休業を取得した者の数をいう。

１０　職員の研修の状況
　(１)　研修の状況

１１　職員の福祉及び利益の保護の状況
　(１)　福利厚生制度に係る主な負担状況（平成28年度）

千円

千円

　(２)　公務災害の状況

　(３)　通勤災害の状況

分限処分者数 懲戒処分者数

行為区分
信用失墜行為
一般服務違反
一般非行
道路交通法違反（職務遂行中）
道路交通法違反（その他）

公務外件数

取り下げ件数

0 0

部分休業 介護休暇
取得可能者数 取得可能者数 取得者数 取得者数

1,502

0

内容

職員健康診断

0

0 0

0

0

公務外件数

認定件数

0

平成28年度末
現在未処理件数

平成27年度末
現在未処理件数

認定件数

秋田県市町村職員共済組合への負担金

受理件数

81,412

計

0 0

所属別職員研修

取り下げ件数
平成27年度末

現在未処理件数
受理件数

0

職場外研修 秋田県自治研修所研修　他

0

平成28年度末
現在未処理件数

3

0

職場内研修

平均取得日数 10.8

育児休業（女性）

3

福祉施設関係研修

監督責任

社会福祉協議会研修、介護支援専門員現任研修　他

区分

育児休業（男性）
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